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４月３日の第 40回総会が間近に迫り、総会に提出される方針案が各団体と各地

の憲法会議に発送されました。４月には、自民党の「憲法改正大綱草案試案」、民主

党の「憲法提言」発表、衆参憲法調査会の最終報告書提出が予定され、国会では国

民投票法案提出をめぐる動きが緊迫の度を増している重大な情勢の中の総会です。 
                

各地、各団体の積極的参加を 
 今年の総会の特徴は、憲法改悪との

たたかいが正念場を迎えるなかで、憲

法会議が 40 年前からめざしている改
憲反対の共同をいかに実現するか、ま

た、急務となっている草の根の学習・

宣伝活動においてどのように憲法会議

が独自の役割を発揮するか――につい

て、豊かな経験を交流し、意思統一す

ることにあります。 
 中央憲法会議はそのため、送付済み

の方針案を補強するため、当日の報告

についての論議を深めています。 
 すでに参加者登録が始まっています。

今年は複数の参加を登録している憲法

会議が目立ちますが、まだ多くの憲法

会議・参加団体が代表を登録していま

せん。今後の歴史的たたかいを展開す 

  

《当面の予定》 
 

 憲法会議第４０回全国総会 
◇ 日時 ４月３日 11時～16時 
◇ 会場 全労連会館２Ｆ 
 
国民投票法案反対昼デモ 

◇日時 ４月６日 12時 15分～ 
◇集合 日本弁護士会館から国会へ 
◇主催 「５・３集会実行委員会」 
     法律家団体 
 
「５・３集会」宣伝行動 

◇日時 ４月９日 １時 30分～ 
◇主催 ５・３憲法集会実行委員会 
◇場所 新宿、上野、銀座マリオン 
  （憲法会議の分担は銀座）  
 
る確固とした意思統一の場とするため

に、必ず代表を派遣することをめざし

て奮闘しましょう。 

共同広げつつ、独自の役割発揮も 



国民投票法案反対で昼デモ 
「５・3 憲法集会実行委員会」は３

月 22 日、第４回実行委員会を開き、
これまで事務局団体が準備してきた今

年の「5・３憲法集会」の基本骨格を
了承するとともに、この集会への各界

の賛同を広げ、共同の宣伝行動をおこ

なうなど、成功に向け全力を尽くすこ

と確認しました。 
また、事務局団体から「５・３憲法

集会」にとどまらず、憲法改悪に反対

する可能な共同を広げたいとして、法

律家団体とともに国民投票法案に反対

する昼休みデモ（別項）が提案され、

承認されました。 
なお、この日は議事に先立って、国

民投票法案について、植村勝慶・國學

院大學教授の講義を受け学習しました。

植村氏は、この法案によって憲法が改

悪されれば 96 条の改憲手続も緩和さ
れ、国民投票の手続きも廃止されると

述べ、「国民投票を無くすための国民

投票法案」と批判しました。 
ルール無視の報告書作成作業 
衆院憲法調査会の最終報告書作成に

向けた作業が大詰めを迎えていますが、

その内容は調査会委員には一切知らさ

れていません。ところが改憲キャンペ

ーンの先頭に立つ「読売」は、「原案は

675 頁」、「20 人以上が発言したテー
マのうち３分の２以上が賛成した意見

を『多数意見』とした」などとし、か

なり詳細な要旨を紹介しています。報

告書の作成過程そのものが、調査会の

ルールも無視したものです。公正な報

告書ができる保障は全くありません。 

国民投票法案批判の社説 
  （「東京新聞」３月 12日「社説」） 
 まず、「世論調査では改憲容認論が

多数でも、国民の関心分野は環境、福

祉、個人の尊厳などばらばらで、まと

まった意見があるわけではない。そう

した中、投票の帰趨（きすう）を決め

かねない法律を政治が主導して急いで

制定すべきではない」と、改憲派の政

治的思惑にもとづく法律制定に反対を

表明。 
 法案の中身でも、「第一は、改憲条項

が複数ある場合に、個別の条項ごとに

賛否を問うのか、一括して投票するの

か明確にしていない点である。現在の

論議からは改憲発議が一ヵ所だけとは

考えられない。……国の最高法規であ

る憲法を変えるか否かは、主権者たる

国民の意思を十分かつ正確に反映でき

なければならない。白紙委任のような

一括投票で決めるわけにはゆかない。」 
 「二点目は規制が多すぎることであ

る。公務員、教育者の投票運動制限、

結果を予想する投票およびその結果の

公表禁止、マスコミ利用の制限など、

賛否の運動や宣伝を制約する条項が羅

列されている。これらは公職選挙法を

踏襲したものだが、……各人の哲学、

理念を基礎に世界と日本の過去、現在、

未来を見据えて決めるべき国民投票で

は、あらゆる事態を想定した活発な議

論、表現行為で豊富な判断材料が提供

されなければならない。」 
 結論として、「国民投票法は単なる

手続法ではない。憲法改正に劣らない

ほど重要な意味をもつ。国民がじっく

り議論できる時間と場が必要だ」と。 


